




１．特定個人情報の取扱いに関する
監視・監督について
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○ 平成27年9月に「個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律の一部を改正する法律」が成立・公布され、新たに以下の内容を規定。

（委員会による検査等）
第二十八条の三 特定個人情報ファイルを保有する行政機関、独立行政法人等及び機構は、個人情報保護委員会規則で定める

ところにより、定期的に、当該特定個人情報ファイルに記録された特定個人情報の取扱いの状況について委員会による検査
を受けるものとする。

⇒ 「特定個人情報の取扱いの状況に係る行政機関等に対する定期的な検査に関する規則（案）」についての意見募集（3
月30日（水）～4月28日（木）17時）を行っており、今後、意見を踏まえ、規則を制定予定。

２ 特定個人情報ファイルを保有する地方公共団体及び地方独立行政法人は、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、
定期的に、委員会に対して当該特定個人情報ファイルに記録された特定個人情報の取扱いの状況について報告するものとす
る。

⇒ 個人情報保護委員会規則に定める内容等について、検討中。

（特定個人情報の漏えい等に関する報告）
第二十八条の四 個人番号利用事務等実施者は、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、特定個人情報ファイルに記

録された特定個人情報の漏えいその他の特定個人情報の安全の確保に係る重大な事態が生じたときは、委員会に報告するも
のとする。

⇒  平成27年12月25日に、「特定個人情報の漏えいその他の特定個人情報の安全の確保に係る重大な事態の報告に関する
規則」（平成27年特定個人情報保護委員会規則第５号）を制定。
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番号法の改正により新たに規定された内容

（研修の実施）
第二十八条の二 行政機関の長等は、特定個人情報ファイルを保有し、又は保有しようとするときは、特定個人情報ファイルを取り扱う事

務に従事する者に対して、政令で定めるところにより、特定個人情報の適正な取扱いを確保するために必要なサイバーセキュリティ（サ
イバーセキュリティ基本法（平成二十六年法律第百四号）第二条に規定するサイバーセキュリティをいう。第三十五条の二において同
じ。）の確保に関する事項その他の事項に関する研修を行うものとする。

⇒  平成27年12月2４日に、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行令」（平成二
十六年三月三十一日政令第百五十五号）に第30条の２の条文が新設された。









○ 機関Ａにおいて、専用システムを用いて約200人分のマイナン
バーを含むデータを機関Ｂにメール送信した際に、当該データを
機関Ｂ以外の複数の機関へも誤送信した事案が発生したもの。

○ 機関Ｃにおいて、職員とその扶養親族約50人分のマイナンバー
や氏名等が記載された給与関係書類を機関Ｄへ提出するために、
担当職員が当該書類をかばんに入れて直接移送していたところ、
移送途中の電車内で当該かばんを紛失した事案が発生したもの。

【事例①】

【事例②】
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特定個人情報の漏えい事案等の事例





２．特定個人情報保護評価について
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（１）評価実施機関における評価書の公表状況

※ 評価書数は、重点項目評価又は全項目評価が義務付けられた場合に併せて提出される基礎項目評価書の

数を除いています。

公表されている評価書の確認については、マイナンバー保護評価WEBの評価書検索をご利用ください。

（http://www.ppc.go.jp/mynumber/evaluationSearch/）
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３．番号法第9条第2項の条例で定める
事務に係る情報連携について
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番号法第１９条第８号の委員会規則について

番号法第１９条第８号（抄）

規則で定める事項

条例事務関係情報照会者（第九条第二項の規定に基づき条例で定める事務のうち別表第二

の第二欄に掲げる事務に準じて迅速に特定個人情報の提供を受けることによって効率化を図

るべきものとして個人情報保護委員会規則で定めるものを処理する地方公共団体の長その

他の執行機関であって個人情報保護委員会規則で定めるものをいう。（中略））が、政令で定

めるところにより、条例事務関係情報提供者（当該事務の内容に応じて個人情報保護委員会

規則で定める個人番号利用事務実施者をいう。 （中略） ）に対し、当該事務を処理するために

必要な同表の第四欄に掲げる特定個人情報であって当該事務の内容に応じて個人情報保護

委員会規則で定めるもの（中略）の提供を求めた場合において、当該条例事務関係情報提供

者が情報提供ネットワークシステムを使用して当該特定個人情報を提供するとき。

第19条第8号が新設されたことに伴い、平成27年9月28日に公布した、

「第19条第14号に基づく準７号規則」（平成27年委員会規則第3号）で定める

仕組みと同様の内容を今後適切な時期に個人情報保護委員会において

規定予定
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※提供の対象とならない特定個人情報について ⇒詳細については検討中

• 番号法新第26条により読み替えて準用される第22条第1項の条例により第19

条第8号の規定により提供できることができる範囲が限定されている特定個

人情報であって、個人情報保護委員会規則の定めるところによりあらかじめ

その旨を個人情報保護委員会に申し出たもの

（参考）番号法第26条により読み替えて準用される第22条

第二十二条 条例事務情報提供者は、第十九条第八号の規定により特定個人情報の提供を
求められた場合において、当該提供の求めについて前条第二項の規定による総務大臣か
らの通知を受けたときは、政令で定めるところにより、条例事務関係情報照会者に対し、
当該特定個人情報を提供しなければならない。ただし、第十九条第八号の規定により提
供することができる特定個人情報の範囲が条例により限定されている地方公共団体の長
その他の執行機関が、個人情報保護委員会規則で定めるところによりあらかじめその旨
を委員会に申し出た場合において、当該提供の求めに係る特定個人情報が当該限定され
た特定個人情報の範囲に含まれないときは、この限りでない。

第19条第8号に基づく情報連携②
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